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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成17年12月22日に提出いたしました第140期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）半期報告書の記

載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

1 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

2 中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 
１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

（訂正前） 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

―――  ６ 財務制限条項 ――― 

            

    ①各年度の決算期及び中間期の

末日における単体の貸借対照

表における資本の部の金額を

1,024億円以上に、連結貸借

対照表における資本の部の金

額を1,024億円以上にそれぞ

れ維持すること。 

  

       

      



（訂正後） 

  

２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

（訂正前） 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

―――  ６ 財務制限条項 ――― 

            

    ①各年度の決算期及び中間期の

末日における単体の貸借対照

表における資本の部の金額を

1,024億円以上に、連結貸借

対照表における資本の部の金

額を1,204億円以上にそれぞ

れ維持すること。 

  

       

      

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

―――  ６ 財務制限条項 ――― 

      

    ①各年度の決算期及び中間期の

末日における単体の貸借対照

表における資本の部の金額を

1,024億円以上に、連結貸借

対照表における資本の部の金

額を1,024億円以上にそれぞ

れ維持すること。 

  

       

―――  ７ 収用に関する件 

  平成17年３月31日に終了する事

業年度において、大阪府道高速大

和川線事業の施行に伴い、大阪製

造所堺工場の一部敷地の売却及び

物件移転補償等についての協定を

阪神高速道路公団(現阪神高速道

路㈱)と締結いたしました。本件

に伴い、将来圧縮記帳による直接

減額を予定している部分について

は、固定負債に「圧縮記帳特別勘

定」として計上いたしました。ま

た、移転に伴い発生する損失に対

する補償部分は、仮受金として固

定負債の「その他」に含めて計上

しております。 

  当中間期において移転先である

大竹工場の隣接土地を取得したこ

とから、当該取得土地に対して直

接減額の処理を行い、特別損失に

「固定資産圧縮損」3,807百万円

を計上するとともに「圧縮記帳特

別勘定」を同額取り崩して特別利

益に「圧縮記帳特別勘定取崩益」

を計上しております。 

 ７ 収用に関する件 

  当社は、本年２月、大阪府道高

速大和川線事業の施行に伴い、大

阪製造所堺工場の一部敷地の売却

及び物件移転補償等についての協

定を阪神高速道路公団と締結いた

しました。本件に伴い、将来直接

減額を予定している部分について

は、固定負債に「圧縮記帳特別勘

定」として計上しております。ま

た、移転に伴い発生する損失に対

する補償部分は、仮受金として流

動負債の「その他」及び固定負債

の「その他」に含めて計上してお

ります。 



（訂正後） 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

―――  ６ 財務制限条項 ――― 

      

    ①各年度の決算期及び中間期の

末日における単体の貸借対照

表における資本の部の金額を

1,024億円以上に、連結貸借

対照表における資本の部の金

額を1,204億円以上にそれぞ

れ維持すること。 

  

       

―――  ７ 収用に関する件 

  平成17年３月31日に終了する事

業年度において、大阪府道高速大

和川線事業の施行に伴い、大阪製

造所堺工場の一部敷地の売却及び

物件移転補償等についての協定を

阪神高速道路公団(現阪神高速道

路㈱)と締結いたしました。本件

に伴い、将来圧縮記帳による直接

減額を予定している部分について

は、固定負債に「圧縮記帳特別勘

定」として計上いたしました。ま

た、移転に伴い発生する損失に対

する補償部分は、仮受金として固

定負債の「その他」に含めて計上

しております。 

  当中間期において移転先である

大竹工場の隣接土地を取得したこ

とから、当該取得土地に対して直

接減額の処理を行い、特別損失に

「固定資産圧縮損」3,807百万円

を計上するとともに「圧縮記帳特

別勘定」を同額取り崩して特別利

益に「圧縮記帳特別勘定取崩益」

を計上しております。 

 ７ 収用に関する件 

  当社は、本年２月、大阪府道高

速大和川線事業の施行に伴い、大

阪製造所堺工場の一部敷地の売却

及び物件移転補償等についての協

定を阪神高速道路公団と締結いた

しました。本件に伴い、将来直接

減額を予定している部分について

は、固定負債に「圧縮記帳特別勘

定」として計上しております。ま

た、移転に伴い発生する損失に対

する補償部分は、仮受金として固

定負債の「その他」に含めて計上

しております。 
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